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第４章 事後調査計画 

 
本施設は「新ごみ処理施設整備事業基本計画」に示された基本的な考え方に基づき整備しており、「安

全・安心で 人と地域と世代をつなぐ いまばりクリーンセンター」を基本コンセプトとする 21 世紀

のごみ処理施設のモデル（今治モデル）を実現するため、施設建設から運営・維持管理に至るまで周辺

環境保全に最大限の配慮を払い、周辺住民にとって、将来に亘り安全・安心に稼働する施設とした。 
本事業の実施に先立って環境影響評価を行い、評価書に示したとおり、対象事業実施区域及び周辺の

環境の現況を著しく悪化させることはないと考えるものであるが、事業の実施段階にあって環境安全性

を確保するとともに、環境への負荷を低減することに取り組む観点から、事後調査を行う計画とした。 
本事業はＤＢＯ方式により実施したことから、処理能力や処理方式、公害防止基準に示された自主基

準値の遵守等については変更ないが、選定した民間事業者の提案により、施設配置、建物規模、一部の

排出諸元が評価書段階から変更となった。そのような条件も考慮して事後調査項目を再選定したところ、

後述のとおり、施設稼働（排ガス）に伴う大気質として水銀及び埋設廃棄物の掘削・除去に伴う悪臭と

して臭気指数を追加するとともに、施設の稼働に係る大気質、騒音、振動及び悪臭については調査期間

を延長することとした。 
また、環境影響評価時には、既存資料調査で周知の埋蔵文化財包蔵地がなかったこと、また、試掘に

より埋蔵文化財の分布が確認されなかったことから環境影響評価項目として選定しなかったが、環境影

響評価時に試掘できなかった範囲で試掘した結果、埋蔵文化財が出土したことから、事後調査項目とし

て追加選定した。 
なお、事後調査の結果に基づき、環境保全措置を講じる必要がある場合には、愛媛県等の関係機関と

協議の上、適切に対応することとしていたが、事業計画上予め講じる環境保全措置及び追加的に講じる

環境保全措置を講じたことより、環境影響は事業者の実行可能な範囲内でできる限り回避又は低減され

たと評価したことから、新たな環境保全措置は講じなかった。 

 

第１節  事後調査項目の選定 

事後調査の項目は、環境影響評価の対象として選定した環境要素の中から、事業特性、地域特性及び

環境影響評価の結果を勘案して選定した。 

選定した項目は、大気質、騒音、振動、悪臭、水質、地下水、土壌、景観、文化財及び廃棄物等の 10

項目とした。選定した項目は、表 4.1-1に示すとおりである。 

また、当該事後調査項目を選定した理由及び選定しなかった理由は、表 4.1-2 に示すとおりである。 
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表 4.1-1 事後調査項目の選定結果 

                                                                                                                                                                                                                                                                
      環境要因の区分  

 
 
 
 
 
 
 

  影響要素の区分 
 
 

工事 
の実施 

土地又は工作物の存在
及び供用 

造
成
等
の
施
工
に
よ
る
一
時
的
な
影
響 

埋
設
廃
棄
物
の
掘
削
・
除
去 

建
設
機
械
の
稼
働 

工
事
用
資
材
等
の
搬
出
入 

 

地
形
改
変
及
び
施
設
の
存
在 

施設の稼働 廃
棄
物
の
搬
出
入 

廃
棄
物
の
発
生 

排
ガ
ス 

排
水 

機
械
等
の
稼
働 

環境の自然的構成
要素の良好な状態
の保持を旨として
調査、予測及び評
価されるべき環境
要素 

大気環境 

大気質 

硫黄酸化物         ○       

窒素酸化物   －  －    ○   －   

浮遊粒子状物質   －  －    ○   －   

粉じん等 －  － －           

有害物質         ○       

騒 音 騒音   ○ －      ○ －  

振 動 振動   ○ －      ○ －  

悪 臭 悪臭  ○       ○       

水環境 

水 質 

水の汚れ  ○                

水の濁り ○                  

水温                  

地下水 
水の汚れ  ○         

流れの状況、水位等     ○      

土壌に係る
環境その他
の環境 

地形及び地質 重要な地形及び地質                  

土壌 有害物質  ○    －     

生物の多様性の確
保及び自然環境の
体系的保全を旨と
して調査、予測及
び評価されるべき
環境要素 

動 物 
重要な種及び注目すべ
き生息地 

－     －           

植 物 重要な種及び群落 －     －           

生態系 
地域を特徴づける生態
系 

－     －           

人と自然との豊か
な触れ合いの確保
及び地域の歴史的
文化的特性の保全
を旨として調査、
予測及び評価され
るべき環境要素 

景 観 
主要な眺望地点及び景
観資源並びに主要な眺
望景観 

      ○           

人と自然との触れ合い 
の活動の場 

主要な人と自然との触
れ合いの活動の場 

            

文化財 埋蔵文化財包蔵地     ○           

環境への負荷の量
の程度により予測
及び評価されるべ
き環境要素 

廃棄物等 
廃棄物  ○              － 

建設工事に伴う副産物 ○                  

温室効果ガス等 二酸化炭素等   － －   －     －   

注）○：環境影響評価の選定項目のうち、事後調査項目として選定したもの。 
  －：環境影響評価の選定項目のうち、事後調査項目として選定しなかったもの。 
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表 4.1-2(1) 事後調査項目を選定した理由及び選定しなかった理由 

環境影響評価の項目 当該事後調査項目を選定した理由及び選定し
なかった理由 環境要素の区分 影響要因の区分 

大
気
環
境 

大
気
質 

硫黄酸化物 

窒素酸化物 

浮遊粒子状物

質 

存在・

供用 

施設の稼働 ○  民間事業者の提案により排出諸元等が

確定したが、排出実績との乖離の有無を確

認する必要があることから事後調査項目

として選定した。 

窒素酸化物 

浮遊粒子状物

質 

工事の

実施 

建設機械の稼

働 

－ 本事業の実施による建設機械の稼働、工

事用資材等の搬出入及び廃棄物の搬出入

に伴う窒素酸化物及び浮遊粒子状物質の

予測結果は、現況を著しく悪化させること

はないことから、事後調査項目としては選

定しなかった。 

工事用資材等

の搬出入 

－ 

存在・

供用 

廃棄物の搬出

入 

－ 

粉じん等 工事の

実施 

造成等の施工

による一時的

な影響 

－  本事業の実施による造成等の施工によ

る一時的な影響及び建設機械の稼働に伴

う粉じん等の予測結果は、現況を著しく悪

化させることはないことから、事後調査項

目としては選定しなかった。 
建設機械の稼

働 

－ 

工事用資材等

の搬出入 

－  本事業の実施による工事用資材等の搬

出入に伴う粉じん等の予測結果は、現況を

著しく悪化させることはないことから、事

後調査項目としては選定しなかった。 

有害物質 

（ダイオキシ

ン類、塩化水

素、水銀） 

存在・

供用 

施設の稼働 ○  民間事業者の提案により排出諸元等が

確定したが、排出実績との乖離の有無を確

認する必要があることから事後調査項目

として選定した。 

騒
音 

環境騒音 工事の

実施 

建設機械の稼

働 

○  本事業の実施による建設機械の稼働に

よる騒音の予測結果は、評価の指標（規制

基準）に収まっているが、対象事業実施区

域周辺に保全対象（住居等）が存在してい

ることを踏まえ、事後調査項目として選定

した。 

 存在・

供用 

施設の稼働 ○  民間事業者の提案により施設配置、騒音

発生機器等の諸元が評価書段階での設定

と異なったことから、事後調査項目として

選定した。 

道路交通騒音 

 

工事の

実施 

工事用資材等

の搬出入 

－  本事業の実施による工事用資材等の搬

出入に伴う騒音の予測結果は、現況を著し

く悪化させることはないことから、事後調

査項目としては選定しなかった。 

 存在・

供用 

廃棄物の搬出

入 

 

－  本事業の実施による廃棄物の搬出入に

伴う騒音の予測結果は、現況を著しく悪化

させることはないことから、事後調査項目

としては選定しなかった 

注）○：環境影響評価の選定項目のうち、事後調査項目として選定したもの。 

  －：環境影響評価の選定項目のうち、事後調査項目として選定しなかったもの。 
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表 4.1-2(2) 事後調査項目を選定した理由及び選定しなかった理由 

環境影響評価の項目 当該事後調査項目を選定した理由及び選定し
なかった理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 

大
気
環
境 

振
動 

環境振動 工事の

実施 

建設機械の稼

働 

○  本事業の実施による建設機械の稼働

による振動の予測結果は、評価の指標

（規制基準）に収まっているが、対象

事業実施区域周辺に保全対象（住居等）

が存在していることを踏まえ、事後調

査項目として選定した。 

 存在・

供用 

施設の稼働 ○  民間事業者の提案により施設配置、

振動発生機器等の諸元が評価書段階で

の設定と異なったことから、事後調査

項目として選定した。 

道路交通振動 工事の

実施 

工事用資材等

の搬出入 

－  本事業の実施による工事用資材等の

搬出入に伴う振動の予測結果は、現況

を著しく悪化させることはないことか

ら、事後調査項目としては選定しなか

った。 

 存在・

供用 

廃棄物の搬出

入 

 

－  本事業の実施による廃棄物の搬出入

に伴う振動の予測結果は、現況を著し

く悪化させることはないことから、事

後調査項目としては選定しなかった。 

悪
臭 

硫化水素、メタ

ン、臭気指数 

 

工事の

実施 

埋設廃棄物の

掘削・除去 

○ 本事業の実施による埋設廃棄物の掘

削・除去に伴う悪臭の予測結果は、影

響を与えることは少ないとしている

が、対象事業実施区域周辺に保全対象

（住居等）が存在していることを踏ま

え、事後調査項目として選定した。 

なお、事後調査は、分析の結果を速

やかに工事施工等へ反映させる必要が

あることから、携帯用測定器等による

簡易的な測定とした。 

特 定 悪 臭 物 質

（22 物質） 

臭気指数（臭気

濃度） 

存在・

供用 

施設の稼働 ○  本事業の実施による施設の稼働によ

る悪臭のうち、煙突排ガスによる予測

結果は、現況を著しく悪化させること

はないことから、事後調査項目として

は選定しなかった。 

施設から漏洩する悪臭については、

対象事業実施区域周辺に保全対象（住

居等）が存在していることを踏まえ、

事後調査項目として選定した。 

注）○：環境影響評価の選定項目のうち、事後調査項目として選定したもの。 

  －：環境影響評価の選定項目のうち、事後調査項目として選定しなかったもの。 
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表 4.1-2(3) 事後調査項目を選定した理由及び選定しなかった理由 

環境影響評価の項目 当該事後調査項目を選定した理由及び選定し
なかった理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 

水
環
境 

水
質 

水の汚れ 工事の

実施 

 

埋設廃棄物の

掘削・除去 

○ 本事業の実施による埋設廃棄物の掘

削・除去に伴う水の汚れの予測結果は、

影響を与えることは少ないとしたが、

下流河川に与える影響を踏まえ、事後

調査項目として選定した。 

水の濁り 

（ＳＳ、濁度

等） 

工事の

実施 

造成等の施工

による一時的

な影響 

○ 本事業の実施による造成等の施工に

よる一時的な影響に伴う水の濁りの予

測結果は、影響を与えることは少ない

としたが、下流河川に与える影響を踏

まえ、事後調査項目として選定した。 

地
下
水 

水の汚れ 工事の

実施 

 

埋設廃棄物の

掘削・除去 

○ 本事業の実施により、対象事業実施

区域内の埋設廃棄物は掘削・除去され

るものの、対象事業実施区域外に埋設

廃棄物が残存すること、周辺地下水観

測孔において水銀が検出されていた状

況を踏まえ、継続的な監視が必要と考

えられたため、事後調査項目として選

定した。 

流れの状況 

水位等 

存在・

供用 

地形改変及び

施設の存在 

○ 本事業の実施により、周辺民家井戸

での地下水利用に影響を及ぼすおそれ

があることから、事後調査項目として

選定した。 

土
壌
に
係
る
環
境 

そ
の
他
の
環
境 

地
形
及
び
地
質 

土壌（有害物

質） 

工事の

実施 

埋設廃棄物の

掘削・除去 

○  本事業の実施により、対象事業実施

区域内の埋設廃棄物は掘削・除去され

るが、埋設廃棄物対策等工事の確実性

を明らかにするため、事後調査項目と

して選定した。 

 存在・

供用 

施設の稼働 －  本事業の実施による施設の稼働（排

ガス）に伴う土壌の予測結果は、現況

を著しく悪化させることはないことか

ら、事後調査項目としては選定しなか

った。 

動 

物 

重要な種及び

注目すべき生

息地 

工事の

実施 

造成等の施工

による一時的

な影響 

－ 本事業の実施による造成等の施工に

よる一時的な影響、並びに地形改変及

び施設の存在に伴う重要な種及び注目

すべき生息地に係る予測結果は、現況

への影響は軽微であるとしたことか

ら、事後調査項目としては選定しなか

った。 

 存在・

供用 

地形改変及び

施設の存在 

－ 

注）○：環境影響評価の選定項目のうち、事後調査項目として選定したもの。 

  －：環境影響評価の選定項目のうち、事後調査項目として選定しなかったもの。 
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表 4.1-2(4) 事後調査項目を選定した理由及び選定しなかった理由 

環境影響評価の項目 当該事後調査項目を選定した理由及び選定し
なかった理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 

植 

物 

重要な種及び群

落 

工事の

実施 

造成等の施工

による一時的

な影響 

－ 本事業の実施による造成等の施工に

よる一時的な影響、並びに地形改変及

び施設の存在に伴う重要な種及び群落

に係る予測結果は、現況への影響は軽

微であるとしたことから、事後調査項

目としては選定しなかった。 

 存在・

供用 

地形改変及び

施設の存在 

－ 

生 

態 

系 

地域を特徴づけ

る生態系 

 

工事の

実施 

造成等の施工

による一時的

な影響 

－ 本事業の実施による造成等の施工に

よる一時的な影響、並びに地形改変及

び施設の存在に伴う地域を特徴づける

生態系に係る予測結果は、現況への影

響は軽微であるとしたことから、事後

調査項目としては選定しなかった。 

存在・

供用 

地形改変及び

施設の存在 

― 

景 

観 

主要な眺望地点

からの眺望等 

存在・

供用 

地形改変及び

施設の存在 

○ 本事業の実施による地形改変及び施

設の存在に伴う主要な眺望地点からの

眺望に係る予測結果のうち、近景から

の眺望景観については影響を与えると

予測したことから、事後調査項目とし

て選定した。 

文
化
財 

埋蔵文化財包蔵

地 

存在・

供用 

地形改変及び

施設の存在 

○ 環境影響評価時には、既存資料調査

で周知の埋蔵文化財包蔵地がなかった

こと、また、試掘により埋蔵文化財の

分布が確認されなかったことから環境

影響評価項目として選定しなかった

が、環境影響評価時に試掘できなかっ

た範囲で試掘した結果、埋蔵文化財が

出土したことから、事後調査項目とし

て選定した。 

廃
棄
物
等 

廃棄物 工事の

実施 

埋設廃棄物の

掘削・除去 

○  本事業の実施により、対象事業実施

区域内の埋設廃棄物は掘削・除去され

るが、埋設廃棄物対策等工事の確実性

を明らかにするため、事後調査項目と

して選定した。 

 存在・

供用 

 

廃棄物の発生 －  本施設の稼働に伴う廃棄物の発生は

避けられないが、焼却灰のセメント化

等の再資源化を実施し、環境負荷の低

減に努めるとしたことから、事後調査

項目としては選定しなかった。 

建設工事に伴う

副産物 

工事の

実施 

造成等の施工

による一時的

な影響 

○  民間事業者の提案により造成計画及

び施設配置等が評価書段階での設定と

異なったことから、事後調査項目とし

て選定した。 
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表 4.1-2(5) 事後調査項目を選定した理由及び選定しなかった理由 

環境影響評価の項目 当該事後調査項目を選定した理由及び選定し
なかった理由 

環境要素の区分 影響要因の区分 

温
室
効
果
ガ
ス 

二酸化炭素等 工事の

実施 

建設機械の稼

働 

－  本事業の実施に伴い、温室効果ガス

の排出は避けられないが、高効率発電

等を行うことによって、温室効果ガス

の排出抑制に寄与し、環境負荷の低減

に努めるとしたことから、事後調査項

目としては選定しなかった。 

工事用資材等

の搬出入 

－ 

 存在・

供用 

施設の稼働 － 

  廃棄物の搬出

入 

－ 

注）○：環境影響評価の選定項目のうち、事後調査項目として選定したもの。 

  －：環境影響評価の選定項目のうち、事後調査項目として選定しなかったもの。 

 

第２節  事後調査の手法等 

事後調査の手法等は、表 4.2-1に示すとおりである。 
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表 4.2-1(1) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

大
気
環
境 

大
気
質 

硫黄酸化物 

 

窒素酸化物 

 

浮遊粒子状

物質 

 

有害物質（ダ

イオキシン

類、塩化水

素、水銀） 

「土地また

は工作物の

存在及び供

用」 

・ごみ処理施

設の稼動 

1. 調査する情報 

(1) 二酸化硫黄濃度の状況 

(2) 二酸化窒素濃度(窒素酸化物・一酸化窒素濃度)の

状況 

(3) ばいじん濃度の状況 

(4) ダイオキシン類濃度の状況 

(5) 塩化水素濃度の状況 

(6) 水銀濃度の状況 

 

2. 調査手法 

「大気汚染防止法施行規則」に定める方法並びに「ダ

イオキシン類対策特別措置法」に定める方法によった。 

 

3. 調査地域 

調査地域は、対象事業実施区域とした。 

 

4. 調査地点 

 調査は、可燃ごみ処理施設のばい煙測定孔にて試料

採取を行った。 

 

5. 調査期間等 

 施設の供用が定常状態に達した時期とし、計画目標

年次（平成 30年度）及び令和元年度に実施した。 

 

1.基準または目標との整合性に係る

評価 

排ガスの調査結果の値と自主基準

値（水銀については大気汚染防止法

に基づく排出規制値）に示す各物質

の排出口における濃度を比較対照し

た。 

なお、環境影響評価書では、「必

要に応じて、調査結果に基づいて条

件を設定して拡散計算を行い、環境

影響評価の予測地点における着地濃

度との比較を行うこととした。」と

していたが、実際に排出されている

ばい煙中の大気汚染物質濃度、排ガ

ス量及び稼働日数から推計される大

気汚染物質排出量を推計し、環境影

響評価書の想定を下回っていたこと

を確認した。よって、拡散計算によ

る着地濃度の比較は行わなかった。 

調査の手法 

 ばい煙測定口

での濃度を測定

することで、予測

条件との整合性

を確認すること

ができる。 

 周辺の現地調

査地点における

測定では、測定上

の限界から本施

設からの付加を

明らかにできな

いため、実施しな

い。 

 

評価の手法 

 測定濃度と自

主基準値との整

合性を確認する

ことができる。 
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表 4.2-1(2) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

大
気
環
境 

騒
音 

騒音 「工事の実

施」 

・建設機械の

稼働 

1. 調査する情報 

 建設作業騒音の状況 

 

2. 調査手法 

「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関

する基準」に定める方法に準拠した。 

 

3. 調査地域 

調査地域は、対象事業実施区域とした。 

 

4. 調査地点 

調査地点は、対象事業実施区域の敷地境界上とし、

最大値出現地点付近及び現地調査地点No.1及びNo.2

とした。 

 

5. 調査時期等 

 建設工事による影響が最大となる時期とし、建設

機械の稼働台数が最大となる杭打設工事及び山留杭

打設工事の時期とした。 

 

  

1.基準または目標との整合性に係る

評価 

測定値と評価の指標（敷地境界に

おける規制基準値）とを比較対照し

た。 

また、合わせて予測結果と比較検

討した。 

 

調査の手法 

 敷地境界での

測定を行うこと

で、予測結果との

整合性を確認す

ることができる。 

 

 

評価の手法 

 測定値と評価

の指標との整合

性について確認

することができ

る。 
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表 4.2-1(3) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

大
気
環
境 

騒
音 

騒音 「土地また

は工作物の

存在及び供

用」 

・ごみ処理施

設の稼動 

1. 調査する情報 

 施設稼動騒音の状況 

 

2. 調査手法 

「特定工場において発生する騒音の規制に関する

基準」に定める方法に準拠した。 

 

3. 調査地域 

調査地域は、対象事業実施区域とした。 

 

4. 調査地点 

調査地点は、対象事業実施区域の敷地境界上とし、

調査開始前の現地確認を行い、最大値出現地点付近

及び現地調査地点 No.1及び No.2 とした。 

  

5. 調査時期等 

 施設の供用が定常状態に達した時期とし、計画目

標年次（平成 30年度）及び令和元年度に実施した。 

 調査時間帯は、予測した時間区分に従った。 

 

 

1.基準または目標との整合性に係る

評価 

測定値と評価の指標（敷地境界に

おける規制基準値）とを比較対照し

た。 

また、合わせて予測結果と比較検

討した。 

調査の手法 

 敷地境界での

測定を行うこと

で、予測結果との

整合性を確認す

ることができる。 

 

 

評価の手法 

 測定値と評価

の指標との整合

性について確認

することができ

る。 
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表 4.2-1(4) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

大
気
環
境 

振
動 

振動 「工事の実

施」 

・建設機械の

稼働 

1. 調査する情報 

 建設作業振動の状況 

 

2. 調査手法 

「特定建設作業に伴って発生する振動の規制に関

する基準」に定める方法に準拠した。 

 

3. 調査地域 

調査地域は、対象事業実施区域とした。 

 

4. 調査地点 

調査地点は、対象事業実施区域の敷地境界上とし、

最大値出現地点付近及び現地調査地点No.1及びNo.2

とした。 

 

5. 調査時期等 

 建設工事による影響が最大となる時期とし、建設

機械の稼働台数が最大となる杭打設工事及び山留杭

打設工事の時期とした。 

 

  

1.基準または目標との整合性に係る

評価 

測定値と評価の指標（敷地境界に

おける規制基準値）とを比較対照し

た。 

また、合わせて予測結果と比較検

討した。 

調査の手法 

 敷地境界での

測定を行うこと

で、予測結果との

整合性を確認す

ることができる。 

 

 

評価の手法 

 測定値と評価

の指標との整合

性について確認

することができ

る。 
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表 4.2-1(5) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

大
気
環
境 

振
動 

振動 「土地また

は工作物の

存在及び供

用」 

・ごみ処理施

設の稼動 

1. 調査する情報 

 施設稼働振動の状況 

 

2. 調査手法 

「特定工場において発生する振動の規制に関する

基準」に定める方法に準拠した。 

 

3. 調査地域 

調査地域は、対象事業実施区域とした。 

 

4. 調査地点 

調査地点は、対象事業実施区域の敷地境界上とし、

調査開始前の現地確認を行い、最大値出現地点付近

及び現地調査地点 No.1及び No.2 とした。 

 

5. 調査時期等 

 施設の供用が定常状態に達した時期とし、計画目

標年次（平成 30年度）及び令和元年度に実施した。 

 調査時間帯は、予測した時間区分に従うこととし

た。 

 

 

1.基準または目標との整合性に係る

評価 

測定値と評価の指標（敷地境界に

おける規制基準値）とを比較対照し

た。 

また、合わせて予測結果と比較検

討した。 

調査の手法 

 敷地境界での

測定を行うこと

で、予測結果との

整合性を確認す

ることができる。 

 

 

評価の手法 

 測定値と評価

の指標との整合

性について確認

することができ

る。 
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表 4.2-1(6) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

大
気
環
境 

悪
臭 

悪臭（硫化水

素、メタン、

臭気指数） 

「工事の実

施」 

・埋設廃棄物

の掘削・除去 

1. 調査する情報 

 埋設廃棄物の掘削・除去時の悪臭の状況 

  硫化水素、メタン、臭気指数 

 

2. 調査手法 

簡易測定器、検知管等による簡易測定とした。 

 

3. 調査地域 

調査地域は、対象事業実施区域の敷地境界とした。 

 

4. 調査地点 

調査地点は敷地境界上とし、埋設廃棄物対策等工事

区域から風下側の地点とした。 

 

5. 調査期間等 

 埋設廃棄物対策等工事の実施期間中、毎日とした。

なお、工事実施前に現況の状況を把握することとし

た。 

 

1.予測結果との整合性に係る評価 

影響を与えないとした予測結果と

の整合性を検討するため、測定値と

工事実施前の現況値とを比較対照し

た。 

 

 

調査の手法 

 分析に時間を

要しない簡易測

定方法とするこ

とで、追加的な環

境保全措置を講

じる場合に、速や

かに工事計画に

反映できる。 

 

 

評価の手法 

 工事実施前の

現況との比較に

より、工事による

影響を把握する

ことができる。 
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表 4.2-1(7) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

大
気
環
境 

悪
臭 

悪臭（特定悪

臭物質、臭気

指数） 

「土地また

は工作物の

存在及び供

用」 

・ごみ処理施

設の稼動 

1. 調査する情報 

 施設稼動時の悪臭の状況 

  特定悪臭物質（22物質）、臭気指数（臭気濃度） 

 

2. 調査手法 

「特定悪臭物質の測定の方法」及び「臭気指数及び

臭気排出強度の算定の方法」に定める方法に準拠し

た。 

 

3. 調査地域 

調査地域は、施設の稼働に伴う悪臭のうち、施設か

ら漏洩する悪臭を対象として、対象事業実施区域の敷

地境界とした。 

 

4. 調査地点 

調査地点は敷地境界上とし、発生源（ごみピット等）

から風下側の地点とした。 

 

5. 調査期間等 

 施設の供用が定常状態に達した時期とし、計画目標

年次（平成 30年度）及び令和元年度に実施した。 

 

1.予測結果との整合性に係る評価 

現状と同程度になるとした予測結

果との整合性を検討するため、測定

値と現況濃度とを比較対照した。 

 

2. 基準または目標との整合性に係

る評価 

特定悪臭物質（22物質）について

は公害防止基準に定める自主基準値

と、臭気指数については評価の指標

（臭気指数 10）と比較対照した。 

 

調査の手法 

 敷地境界での

測定を行うこと

で、予測結果との

整合性を確認す

ることができる。 

 

 

評価の手法 

 測定値と予測

結果、自主基準

値、評価の指標と

の整合性につい

て確認すること

ができる。 
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表 4.2-1(8) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

水
環
境 

水
質 

水の濁り 

 

「工事の実

施」 

・造成等施工

による一時

的影響 

 

1. 調査する情報 

 沈砂設備から排出される水の濁りの状況 

  濁度、電気伝導度、水素イオン濃度等 

 

2. 調査手法 

 簡易測定器による測定とした。 

 

3. 調査地域 

調査地域は、対象事業実施区域内とした。 

 

4. 調査地点 

対象事業実施区域内に設置した 2 箇所の沈砂設備の

排水口とした。 

 

5. 調査期間等 

降雨時もしくは降雨後、沈砂設備排水口から排水があ

るときは、その都度、測定した。 

 

1.予測結果との整合性に係る評

価 

 水の濁りについては、予め対象

事業実施区域内の濁水を対象に、

浮遊物質量濃度と濁度との関係

を把握し、予測結果と比較対照し

た。 

 

 

2.基準または目標との整合性に

係る評価 

水の濁りについては、予め対象

事業実施区域内の濁水を対象に、

浮遊物質量濃度と濁度との関係

を把握し、評価の指標（浮遊物質

量濃度 100mg/l）以下に収まって

いるか否かを、測定結果と換算濁

度との比較により評価した。 

 

調査の手法 

 分析に時間を

要しない簡易測

定方法とするこ

とで、追加的な環

境保全措置を講

じる場合に、速や

かに工事計画に

反映できる。 

 

 

評価の手法 

 現地において

測定結果を速や

かに評価し、追加

的な対策を講じ

ることができる。 
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表 4.2-1(9) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

水
環
境 

水
質 

水の汚れ 「工事の実

施」 

・埋設廃棄物

の掘削・除去 

1. 調査する情報 

埋設廃棄物対策等工事区域で発生した汚水の処理状

況 

 

2. 調査手法 

汚水の処理状況報告の整理によるものとした。 

 

3. 調査地域 

調査地域は、対象事業実施区域内とした。 

 

4. 調査地点 

埋設廃棄物対策工事区域内とした。 

 

5. 調査期間等 

埋設廃棄物対策等工事の期間中とした。 

1.基準または目標との整合性に

係る評価 

汚水の処理状況については周

辺への影響が回避又は低減され

るか否かについて評価した。 

調査の手法 

 毎日汚水の処

理状況を把握す

ることで、追加的

な環境保全措置

を講じる場合に、

速やかに工事計

画に反映できる。 

 

 

評価の手法 

 現地において

測定結果を速や

かに評価し、追加

的な対策を講じ

ることができる。 
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表 4.2-1(10) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

水
環
境 

地
下
水 

水の汚れ 「工事の実

施」 

・埋設廃棄物

の掘削・除去 

1. 調査する情報 

 周辺地下水観測孔の水質の状況 

・埋設廃棄物対策等工事の工事期間中の毎月測定：

鉛、砒素、ふっ素、水銀、ほう素 

・埋設廃棄物対策等工事の工事期間中及び工事完了

後の年 4回測定：地下水環境基準項目 

・埋設廃棄物対策等工事の工事期間中及び工事完了

後の年 1回測定：ダイオキシン類 

2. 調査手法 

 「地下水の水質汚濁に係る環境基準について」及

び「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁

（水底の底質の汚染を含む。）および土壌の汚染に

係る環境基準」に定める測定方法に準拠した。 

3. 調査地域 

調査地域は、対象事業実施区域周辺とした。 

4. 調査地点 

調査地点については、周辺地下水観測孔 5 地点と

した。 

5. 調査期間等 

・鉛、砒素、ふっ素、水銀、ほう素 

埋設廃棄物対策等工事の工事期間中、月 1 回の測

定とした。 

・地下水環境基準項目 

 埋設廃棄物対策等工事の工事期間中及び工事完了

後、年 4回の測定とした。 

1.予測結果との整合性に係る評価 

測定結果と周辺地下水観測孔での

既存測定結果との比較対照によっ

た。 

 

2.基準または目標との整合性に係る

評価 

測定結果と地下水の水質汚濁に係

る環境基準等との整合性を評価し

た。 

 

調査の手法 

 埋設廃棄物等

の溶出試験、含有

試験で検出され

た項目を対象と

する。正確を期す

るため、公定法に

よる測定とする。 

 

 

評価の手法 

掘削・除去の実施

による影響の有

無を確認するこ

とができる。 
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表 4.2-1(11) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

水
環
境 

地
下
水 

水の汚れ 「工事の実

施」 

・埋設廃棄物

の掘削・除去 

・ダイオキシン類 

埋設廃棄物対策等工事の工事期間中及び工事完了

後、年 1回の測定とした。 

 

※埋設廃棄物対策等工事終了後、地下水汚染の有

無を確認したところ、汚染は認められなかった

が、造成工事の進捗に伴い、水銀の環境基準値

超過が続いた。その後、水銀が環境基準値未満

になり、その状態が 2 年継続するまで測定を継

続した。 
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表 4.2-1(12) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

水
環
境 

地
下
水 

流れの状況、

水位 

「土地又は

工作物の存

在及び供用」 

・地形改変及

び施設の存

在 

1. 調査する情報 

 地下水の水位、地下水の利用への支障の有無 

 

2. 調査手法 

・地下水の水位：水位計による手動測定とした。 

・地下水の利用への支障の有無：対象民家へヒアリ

ングを行うこととした。 

 

3. 調査地域 

調査地域は、対象事業実施区域周辺とした。 

 

4. 調査地点 

民家井戸 2 地点とする。但し、地下水の水位の調

査地点は、民家井戸 1地点（民-2地点）とした。 

 

5. 調査期間等 

・地下水の水位：工事の実施前、工事の実施中、工

事の完了後約 2 年程度とした。月 1 回実施し

た。 

・地下水の利用への支障の有無：随時とした。 

 

 

 

1.予測結果との整合性に係る評価 

地下水の水位の測定結果と、環境

影響評価における地下水の水位観測

結果とを比較対照した。 

地下水の利用への支障の有無につ

いては周辺への影響が回避又は低減

されるか否かについて評価した。 

調査の手法 

 地下水位を的

確に把握できる

方法とする。 

 地下水の利用

への支障の有無

については、支障

が生じた場合に

速やかに対応す

る必要があるこ

とから、随時ヒア

リングすること

とした。 

 

評価の手法 

 長期間の変化

を把握できる比

較方法とする。 

 

 



 

 

4
-
2
0 

 

表 4.2-1(13) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

土
壌
に
係
る
環
境
そ
の
他
の
環
境 

土
壌 

有害物質 「工事の実

施」 

・埋設廃棄物

の掘削・除去 

1. 調査する情報 

・埋設廃棄物対策等工事の実施状況 

・埋設廃棄物対策等工事完了時の施工区域における 

土壌汚染及び地下水汚染の有無 

 

2. 調査手法 

 埋設廃棄物対策等工事の状況報告の整理によるもの

とした。 

 

3. 調査地域 

調査地域は、対象事業実施区域内とした。 

 

4. 調査地点 

埋設廃棄物対策等工事区域内とした。 

 

5. 調査期間等 

埋設廃棄物対策等工事の期間中とした。 

1.予測結果との整合性に係る評

価 

事後調査結果と、環境影響評価

における予測結果とを比較対照

した。 

調査の手法 

 埋設廃棄物対

策工事の実施状

況を的確に把握

できる。 

 

 

評価の手法 

 掘削・除去の実

施による影響の

有無を確認する

できる評価方法

とする。 
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表 4.2-1(14) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

景 

観 

主要な眺望

地点及び景

観資源並び

に主要な眺

望景観 

「土地又は

工作物の存

在及び供用」 

・地形改変及

び施設の存

在 

1. 調査する情報 

 近景域からの主要な眺望景観 

 

2. 調査手法 

 写真撮影による。 

 

3. 調査地域 

調査地域は、対象事業実施区域周辺とした。 

 

4. 調査地点 

近景域の調査地点（町谷地区・新谷地区境界付近） 

 

5. 調査期間等 

 工事の完了後（施設の設置が完了した時点）とし

た。 

 あわせて既存施設（旧クリーンセンター）の解体

後の状況についても調査した。 

 

1.予測結果との整合性に係る評価 

事後調査結果と予測結果（フォト

モンタージュ）とを比較対照した。

合わせて、環境保全措置の実施状況

と効果について整理した。 

 

調査の手法 

 視覚的な変化

を的確に把握で

きる方法とする。 

 

 

 

評価の手法 

 予測結果との

整合性を把握で

きる方法とする。 
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表 4.2-1(15) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

文 

化 

財 

埋蔵文化財

包蔵地 

「土地又は

工作物の存

在及び供用」 

・地形改変及

び施設の存

在 

1. 調査する情報 

 周知されていない埋蔵文化財包蔵地の状況 

 

2. 調査手法 

 試掘調査報告書及び発掘調査報告書の整理によっ

た。 

 

3. 調査地域 

調査地域は、対象事業実施区域内とした。 

 

4. 調査地点 

環境影響評価時に事前に試掘調査できなかった箇

所とした。 

 

5. 調査期間等 

 造成工事の着手前とした。 

 

1.影響の回避・低減に係る評価 

埋蔵文化財包蔵地への影響が可能

な限り回避・低減されているか否か

を評価した。 

 

調査の手法 

 埋蔵文化財へ

の影響を的確に

把握できる方法

とする。 

 

 

 

評価の手法 

 事業者の取り

組み姿勢を評価

できる方法とす

る。 

 



 

 

4
-
2
3 

 

表 4.2-1(16) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

廃
棄
物
等 

廃棄物 

 

「工事の実

施」 

・埋設廃棄物

の掘削・除去 

1. 調査する情報 

 埋設廃棄物の掘削・除去に伴う廃棄物量 

 

2. 調査手法 

 工事の実績記録またはマニフェスト伝票の整理、

及び覆土として使用した土砂の溶出量試験及び含

有量試験の結果の整理によった。 

 

3. 調査地域 

調査地域は、対象事業実施区域とした。 

 

4. 調査期間等 

 埋設廃棄物対策等工事の期間中とし、廃棄物量の

集計は、埋設廃棄物対策等工事の終了後に行うこと

とした。 

1.予測結果との整合性に係る評価 

埋設廃棄物対策等工事によって掘

削・除去した廃棄物量と評価書予測

結果とを比較対照した。 

 

調査の手法 

 廃棄物量を確

実に把握できる

方法として、工事

の実績報告やマ

ニフェストによ

り確認すること

とした。 

 

 

評価の手法 

 工事実施前に

詳細調査を行う

ことから、その数

量との比較を行

う。 
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表 4.2-1(17) 事後調査の手法等 

環境影

響評価

項目 

項目 手法 

手法の選定理由 環境要素の

区分 

影響要因の

区分 
調査の手法 評価の手法 

廃
棄
物
等 

建設工事に 

伴う副産物 

「工事の実

施」 

・造成等の施

工による一

次的な影響 

1. 調査する情報 

 建設工事に伴う建設発生土量 

 

2. 調査手法 

 工事の実績記録の整理によった。 

 

3. 調査地域 

調査地域は、対象事業実施区域とした。 

 

4. 調査期間等 

 建設工事の期間中とし、建設発生土量の集計は、

建設工事の終了後に行うこととした。 

1.予測結果との整合性に係る評価 

事後調査結果と予測結果とを比較

対照した。 

合わせて、環境保全措置の実施状

況と効果について整理した。 

調査の手法 

 建設発生土量

を確実に把握で

きる方法として、

工事の実績報告

により確認する

こととした。 

 

 

評価の手法 

 予測結果との

整合性を把握で

きる方法とする。 
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